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研究要旨 

【目的】全国の歯科衛生士養成機関におけるすべての卒業年次生を対象に、就労および職

業に対する意識や意向の実態と就業継続意思との関連を明らかにすることを目的に、新卒

歯科衛生士の早期離職の防止対策を検討した。 

【方法】最終学年の学生が在籍する 162 校の歯科衛生士養成機関とその卒業年次生を対象

に、2019 年 11 月に無記名自記式質問票調査を郵送法にて実施した。養成機関への質問項目

は、学校の所在地域および修業年限とした。学生への質問は、①属性、②歯科衛生士志望の

肯定感、③歯科衛生士としての生涯勤続希望、④歯科衛生士の仕事のやりがい、⑤キャリア

展望、⑥養成機関でのキャリア教育の受講経験、⑦ワークライフバランスの意向、⑧研修参

加希望や認定歯科衛生士の取得意向、⑨歯科衛生士を長期継続するために重要なこと、⑩

卒業直後の就職先での希望勤務年数、⑪就職先を決める際に重視すること、⑫卒業直後の

就職に対する不安なこととし、地域別および就業継続の希望年数別に集計を行った。 

【結果】150 校の卒業年次生 6,264 名から回答を得た（養成機関の返送率：92.6％）。学生の

約 9 割が高校修了後に 3 年制昼間部に進学した 20 歳代の女性で、卒業後すぐに歯科衛生士

として就職する者は 93.1％だった。卒業後初めての就職先で希望する勤務年数は、「3～5 年

未満」が最も多く 45.0％、次いで「5 年以上」36.1％、「3 年未満」18.9％だった。「3 年未満」

と回答した割合の最も低い地域は「東海」14.7％で、「九州・沖縄」が最も高く 25.8％だっ

た。歯科衛生士志望に肯定感をもつ者と歯科衛生士として生涯勤続を希望する者の割合に

10.0％以上の地域差が示された。希望勤務年数別に、就労および職業に関する意識および意

向に関して肯定的な回答の割合をみた結果、すべての項目で希望勤務年数が長いほど高率

を示した。また、希望勤務年数が「3 年未満」の生涯勤続を希望する者の割合は、「5 年以

上」のおよそ 1/2 だった。長期勤続のための重要事項は、いずれの希望勤務年数でも「仕事

のやりがい」の割合が最も高かったが、次いで割合が高かった項目について 3 年未満は「勤

務条件」が高率だったのに対して 3 年以上の者は「自分のスキル」だった。卒業直後の就職

に対する不安は、いずれの希望勤務年数でも「自分の技術・知識不足」の割合が最も高く、

次いで「職場の人間関係」だった。 
【結論】歯科衛生養成課程における卒業年次生の希望勤務年数が長いほど、就労および職

業に関する意識および意向に関して肯定的である可能性が示唆された。また、希望する勤

務年数と生涯勤続の意向に関連のある可能性が示された。今後の新人歯科衛生士の就業継

続の促進に向けて、20 歳代歯科衛生士に対する就労観についても把握する必要があると考

えられた。 
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A． 研究目的  

 歯科保健医療提供体制の構築の観点から、歯科衛生士による口腔衛生管理の必要性が

高まっている 1）。地域での多様なニーズに応じた歯科口腔保健の提供には歯科衛生士の

安定供給とともに、専門家としての知識と技術の向上が求められていることから歯科衛

生士の就業継続が重要となる 2）。しかし、就業歯科衛生士数は年々増加しているものの、

歯科衛生士の免許取得者数に対する就業歯科衛生士数は約半数で推移している 3）。歯科

衛生士不足への対策は復職支援と離職防止が必要であり 2）、復職に関しては自治体や歯

科医師会、歯科衛生士会を中心に復職支援事業が全国的に展開されている 4) 。 
歯科衛生士の年代別就業率の推移をみた先行研究では、「20 歳代後半から 30 歳代前

半にかけて急速に低下し、その後も低下し続ける」2）と報告されている一方で、「30 歳
以上では就業者数が増加しており、特に 50 歳以上ではその傾向が顕著」3）との報告も

あり、一定の復職がみられるものの更なる検討を要すると考える。また、1990 年以降は

多かった 20 歳代の就業歯科衛生士数が、2008 年以降は減少傾向から横ばいに転じ、他

の年代と比べて減少傾向を示している 3）。なかでも、歯科衛生士養成施設を卒業して歯

科衛生士として就職したのち 3～4 年以内に離職する者の増加が報告されており 5）、い

わゆる新卒歯科衛生士と呼ばれる若年層の早期離職防止が課題となっている。 
歯科衛生士学生は、歯科衛生士養成課程を通して専門的な知識と技術の習得のみなら

ず、歯科衛生士を目指す過程で歯科医療従事者としての意識や態度を修得する。よって、

歯科衛生士養成施設の卒業年次生の就業や職業に対する意向や意識を明らかにするこ

とは、新卒歯科衛生士の早期離職対策を講じるうえで意義がある。歯科衛生士養成施設

の卒業年次生を対象とした先行研究は、就職先選択の際に「就労条件」「業務内容」「診

療内容」を重視していること 6）、歯科衛生士の職務継続に重点がおかれていたのは「生

活様式」「保障・安定」であること 7）を報告しているが、いずれも対象の歯科衛生士養

成施設 1 校の結果にとどまっている。加えて、歯科衛生士の就業に関する議論は地域別

の実態を加味する必要があると指摘されている 8）。以上より、卒業年次の歯科衛生士学

生の就労および職業に関する意識や意向の実態を、地域別および就業継続の希望年数別

の状況を含めて検証する必要がある。 
 そこで本研究は、全国の歯科衛生士養成施設の全ての卒業年次生を対象に就業の継続

意思に焦点をあて、就労および職業に対する意識や意向を明らかにすることを目的とす

る。 
 
B．研究方法 

 対象は 2019 年度に最終学年の学生が在籍するすべての歯科衛生士養成施設（以下、

養成機関）とその卒業年次生（以下、学生）とした。2019 年 4 月 1 日の時点における全

国の養成機関 173 校のうち、3 年生ないし 4 年生が在籍する養成機関は 162 校だった
9.10）。養成機関の種別は、大学 9 校（5.6％）、短期大学 14 校（8.6％）、専門学校 139 校

（85.8％）、修業年限は 3 年制である短期大学および専門学校が 153 校（94.4％）、4 年

制の大学が 9 校（5.6％）だった 9.10）。 
無記名の自記式質問票調査を 2019 年 11 月に、郵送法にて実施した。調査票は養成機

関用（以下、養成機関票）と学生用（以下、学生票）の 2 種とし、養成機関より地域と

修業年限の回答を得た。学生票では、①属性（性、年齢、昼・夜間部別、養成機関入学
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直前に修了した教育課程）、②歯科衛生士志望の肯定感、③歯科衛生士としての生涯勤

続希望、④歯科衛生士の仕事のやりがい、⑤キャリア展望、⑥養成機関でキャリア教育

を受講した経験、⑦ワークライフバランスの意向、⑧歯科に関する研修会への継続的な

参加希望、⑨認定歯科衛生士の取得意向、⑩歯科衛生士を長期継続するために重要なこ

と、⑪卒業直後に歯科衛生士として就職するか否かを質問した。卒業直後に歯科衛生士

として就職すると回答した者からは、⑫卒業直後の就職先での希望勤務年数、⑬就職先

を決める際に重視すること、⑭卒業直後の就職に対する不安なこと、について質問した。 
用語の定義について、キャリア展望は「仕事における将来設計」、キャリア教育は「将

来設計に関する教育」とし 11）、早期離職は 3 年未満の離職とした 12）。 
養成機関の所在地域別に学生の属性、就労および職業に関する意識および意向をみる

ために、養成機関と学生の両方からの回答が得られたデータを連結してクロス集計を行

った。地域区分は、「北海道」「東北」「関東・甲信越」「東海」「近畿・北陸」「中国・四

国」「九州・沖縄」とした 9）。卒業直後の就職先での希望勤務年数（以下、希望勤務年

数）別においては、「3 年未満」「3～5 年未満」「5 年以上」に分けた 13）。統計ソフトは

SPSS Statistics Ver.25.0（日本 IBM）を使用した。 
本調査は全国歯科衛生士教育協議会の協力を得て行い、国立保健医療科学院の研究倫

理審査の承認を得たうえで研究を実施した（承認番号：NIPH-IBRA#12254）。 
 
C．研究結果 

調査票を発送した 162 校の養成機関のうち、150 校から 6,270 名分の調査票の返送が

あった（養成機関の返送率：92.6％）。分析対象は、養成機関票の有無にかかわらず返送

があった学生票の 6,264 名分と、養成機関と学生の両方からの回答が得られた 141 校の

養成機関票と連結した学生 5,895 名とした。 
回答者は、女子が 99.9％、平均年齢（標準偏差）は 21.7（3.5）歳、20 歳代が 95.8％

を占めた（表 1）。 
 地域別にみた歯科衛生士学生の希望勤務年数・就労および職業に関する意識および意

向を表 2 に示す。希望勤務年数の回答状況は、「3～5 年未満」が最も多く 45.0％、次い

で「5 年以上」36.1％、「3 年未満」18.9％だった。地域別に希望勤務年数の割合の差（最

低－最高）をみると、「5 年以上」13.0（29.0％－42.0％）、「3～5 年未満」5.8（41.8％－

47.6％）、「3 年未満」11.1（14.7％－25.8％）であり、「3 年未満」の最も低いのは「東海」

で高いのは「九州・沖縄」だった。 
学生全体のうち、歯科衛生士志望に肯定感がある者 60.7％、歯科衛生士として生涯勤

続希望をしている者 50.4％、歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる者 84.2％、キャリア

展望が描けている者（描けている／やや描けている）43.0％、キャリア教育の受講経験

がある者 27.2％、仕事と生活と両立を考えている者 76.3％、継続的に歯科関連の研修会

等に参加希望の者（とても思う／やや思う）67.1％、認定歯科衛生士を取得意向のある

者（とても思う／やや思う）49.7％だった。 
地域別にみた就労および職業に関する意識および意向の割合の差（最低－最高）につ

いては、歯科衛生士志望に肯定感がある 14.2（53.9％－68.1％）、歯科衛生士として生涯

勤続希望をしている 16.9（41.8％－58.7％）、歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる 9.8
（78.9％－88.7％）、キャリア展望が描けている 6.4（38.8％－45.2％）、キャリア教育の
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受講経験がある 8.2（22.0％－30.2％）、仕事と生活の両立を考えている 3.7（74.1％－

77.8％）、継続的に歯科関連の研修会等に参加したいと思う 8.8（62.1％－70.9％）、認定

歯科衛生士を取得したいと思う 9.8（45.4％－55.2％）であり、歯科衛生士志望に肯定感

をもつ者と歯科衛生士として生涯勤続を希望する者の割合に 10.0％以上の地域差が示

された。 
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卒業直後に歯科衛生士として就職する 5,830 名（93.1％）について、希望勤務年数別

に、就労および職業に関する意識および意向に関して肯定的な回答の割合をみた結果、

すべての項目で希望勤務年数が長いほど高率を示した（図 2）。歯科衛生士の仕事にや

りがいを感じている者、仕事と生活の両立を考えている者、歯科関係の研修会や勉強会

に継続して参加を希望する者は、いずれの希望勤務年数でも半数以上を占めていたが、

キャリア教育の受講経験はいずれも 3 割に達していなかった。

勤務年数が「3 年未満」を希望した者の生涯勤続希望者の割合は、「5 年以上」66.9％
のおよそ 1/2 にあたる 33.5％だった。 

図 2. 歯科衛生士卒業年次生の希望勤務年数別にみた就労および職業に関する意識お

よび意向

 卒業後に歯科衛生士として就職する者の、就職先決定の重視事項、歯科衛生士として

長期勤続のための重要事項、就職に対する不安要素を希望勤務年数別にみた。就職先決

定の重視事項は、いずれの希望勤務年数でも「職場の人間関係」の割合が最も高く、次

いで「給与」だった（図 3-a）。長期勤続のための重要事項は、いずれの希望勤務年数で

も「仕事のやりがい」の割合が最も高かったが、次いで割合が高かった項目について 3
年未満は「勤務条件」が高率だったのに対して 3 年以上の者は「自分のスキル」だった

（図 3-b）。卒業直後の就職に対する不安は、いずれの希望勤務年数でも「自分の技術・

知識不足」の割合が最も高く、次いで「職場の人間関係」だった（図 3-c）。 
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図 3-a. 就職先決定の重視事項（順位法による回答の 1 位） 

図 3-b. 長期勤続のための重要事項（順位法による回答の 1 位） 
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図 3-c. 卒業直後の就職にたいする不安（単一回答） 
 

図 3.  希望勤務年数別にみた歯科衛生士卒業年次生の就職および就労に関する意識 
 
 

 
D. 考察 

本研究は、日本国内のすべての歯科衛生士課程の卒業年次生を対象に、自記式質問票

調査によって歯科衛生士学生の就労および職業に対する意識や意向を明らかにした、横

断的な悉皆調査である。卒業後の就職先での「3 年未満」の勤務を希望した者は約 2 割

を示し、その割合は地域で差があった。歯科衛生士志望の肯定感と生涯勤続希望につい

ても相対的に地域間の違いがみられた。希望勤務年数が長いほど、学生の就労および職

業に関する意識および意向に関して肯定的な回答が高率だった。また、希望勤務年数が

「3 年未満」の生涯勤続を希望する者の割合は、「5 年以上」のおよそ 1/2 だった。 
 
本調査の結果から、歯科衛生士として初めての就職先で 3 年未満の勤務を希望した卒

業年次生は約 2 割だった。これは、全国調査で報告がある「20～24 歳」女性の離職率

27.3％14）と大きくかわらず、3 年未満の勤務を希望する歯科衛生士学生の割合が同年代

の一般女性の実態と同じ傾向であることが示された。併せて、若年者を対象とした調査

結果では、「できるだけ転職せずに同じ職場で働きたい」と回答した者が 23.6％であり
15）、現代の若者の仕事に対する考え方の特徴の現れとも考えられる。 
看護学生には卒業前の「計画的キャリアアップ型」がある 16）と報告されているよう

に、卒後の就職先での勤務を経て歯科衛生士としての就業先を換える、いわゆるキャリ

アアップを目指した転職もあろう。しかし、離職中の歯科衛生士が挙げている再就職の

障壁には、技術面の不安をはじめとした歯科衛生士側の要因と、就労環境に代表される

雇用側の要因の両者がある 17）ことから、必ずしも歯科衛生士業務への再就労につなが
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るわけでなく困難な場合も想定できる。 
希望勤務年数について、「3 年未満」が約 2 割、「3～5 年未満」を合わせると 6 割を超

える本調査の結果に、将来に繋がる前向きな離職がどの程度含まれているか不明である。

しかし、看護職のキャリア・アンカーは少なくとも 5 年以上の仕事経験によって安定す

る 18）といわれているように、同じ医療関係の対人サービスを行う職種として、一定期

間の継続した就業が求められると考える。したがって、キャリアアップを目的とした転

職の構想があっても、歯科衛生士としての職業基盤をつくる場として、卒業して最初の

就職先での職務経験は重要である。実際に、17 都府県在住の歯科衛生士約 1,700 名を対

象とした調査では、歯科衛生士免許取得後 5 年目までの者のうち、歯科衛生士業務に従

事していない者の今後については「よい勤務先があればつきたい」と 33.8％が回答し、

歯科医療以外の就業者は 17％にのぼる 19）。こうしたことから、今後の新人歯科衛生士

の就業継続の促進に向けて、20 歳代歯科衛生士に対する就労観についても把握する必

要があると考えられる。 
本調査の結果、学生の 6 割が歯科衛生士志望に肯定感をもち、5 割が歯科衛生士とし

て生涯勤続を希望し、歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる者は 8 割を超えていた。キ

ャリア展望が描けている者は約 4 割にとどまり、キャリア教育を受けた経験のある者は

いずれの希望勤務年数でも 3 割に達していなかった。全国の研修歯科医を対象とした先

行研究では、キャリア展望を「描けている」と「やや描けている」と回答した者を合わ

せると 66.5％、大学でキャリア教育を受講した経験のある者は 13.7％であり、「キャリ

ア教育は将来設計を描くにあたり有効である可能性が示唆された」と述べている 11）。研

修歯科医と比較して、歯科衛生士の卒業年次生はキャリア教育受講経験の割合は高いが

キャリア展望が描けている者の割合が低かった。女性が医療系職業を継続する意思を高

めるために卒前教育の重要性が指摘されている 20.21）ことから、歯科衛生士学生の就業

継続の意思向上に向けて、キャリア展望が描けるような歯科衛生士養成課程におけるキ

ャリア教育の拡充および学習の機会の提供が求められる。 
学生の約 8 割は仕事と生活と両立した働き方を望んでおり、自己研鑽のひとつである

認定歯科衛生士の取得意向は 5 割程度で、研修会への継続参加は約 7 割が意欲を示し

た。看護学生についてもワークライフバランスの意識は高く、医学教育では将来のキャ

リア継続にむけてワークライフバランスに関して教育を充実させる必要性を強調して

いる 22.23）。就業歯科衛生士を対象とした調査より、ワークライフバランスが歯科衛生士

の就業継続に重要であることを明らかにしている 24）ことからも、歯科衛生士学生の働

き方や自己研鑽の意向を踏まえた教育や就労環境づくりが、歯科衛生士の就業継続に寄

与すると思われる。 
コメディカルの学生を対象とした調査結果では、職業志望の強化が学習のモチベーシ

ョンを高めるために有効な方法であることを指摘しているが 25）、本研究においても歯

科衛生士学生の職業志望を肯定することは学習効果を高めることに寄与すると考える。

また、本研究の結果から、全国のなかで「東海」の歯科衛生士学生は、歯科衛生士志望

を肯定する者が最も多く、歯科衛生士として生涯勤続を望んでいることがわかった。地

方の医療福祉関連大学の学生は、女性の就業イメージ、キャリア、生活指向に特性があ

ると報告されていることから 26）、歯科衛生士の就業に関しても地域性が生涯勤続の希

望に影響する可能性が示唆された。 
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本調査より、希望勤務年数が長いほど就労および職業に関する意識および意向が高い

ことから、希望勤務年数は就労や職業に対する前向きな姿勢をあらわすことが示された。

さらに、希望勤務年数の長短にかかわらずキャリア教育の受講経験者率が低値であった。

看護職での、就業直前の職業への準備性と職業志向について検討した先行研究では、学

生時代から職業への準備性を高めることが新卒看護職の早期離職を防止するために重

要である 27）と報告している。職種は異なるが、歯科衛生士学生へのキャリア教育の推

進は、職務継続意思を高めるために役立つ可能性がある。 
卒業後に歯科衛生士として就職する者が、就職先決定に重視した事項は、「職場の人

間関係」の割合が最も高く、次いで「給与」だった本調査の結果は、1 校の歯科衛生士

養成課程の卒業年次学生を対象に就職先選択時の重視事項を報告している先行研究の

結果 28）を支持した。本調査の結果、長期勤続に最も重視していた「仕事のやりがい」

は、新卒看護師の就業継続要因である「看護師としてのやりがい」29）と一致した。「仕

事のやりがい」の次に重視していたのは希望勤務年数で異なり、3 年未満の者は勤務条

件を、3 年以上の者は自身の技能と回答していた。また、就職に対する上位の不安要素

が「自分の技術・知識不足」と「職場の人間関係」だったことからも、早期離職防止の

ための支援対策において就労体制と人材育成に重点をおく必要性が示唆された。今回得

られた歯科衛生士学生の就職前の不安は、看護学生が抱く不安 30）の上位である「知識

不足や技術経験不足」「人間関係」と類似した。歯科衛生士は、勤務形態や就業施設の

規模が看護師とは異なるため、新卒歯科衛生士の就業状況に即した職務継続に必要な支

援を検討する必要がある。 
本研究は悉皆調査による検討より、結果の一般可能性という点では意義が大きいと考

えられる。しかし横断的な研究であることから、歯科衛生士の卒業年次生の就業や職業

に対する意識や意向の実態は調査年の学生の特性である可能性があり、一般化には限界

がある。今後の研究課題として、歯科衛生士を雇用する側が歯科衛生士の就業に対して

要求していること、重要視していることを把握することが不可欠であると考える。 
 
E. 結論 

 学生の希望勤務年数が長いほど、就労および職業に関する意識および意向に関して

肯定的である可能性が示唆された。また、希望する勤務年数と生涯勤続の意向に関連

のある可能性が示された。今後の新人歯科衛生士の就業継続の促進に向けて、20 歳代

歯科衛生士に対する就労観についても把握する必要があると考えられた。 
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